
（様式①）

[　道路局　] 12款1項1目　道路行政総務費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 人件費 6,642,579 6,642,579 6,756,690 6,756,690 △ 114,111 △ 114,111

2 総務管理費 11,300 11,300 11,300 11,291 0 9

3 技術監理費 19,836 19,836 13,836 13,836 6,000 6,000

4
道路局公共事業ＩＴ化
推進費

5,360 5,360 5,360 5,360 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 6,679,075 6,679,075 6,787,186 6,787,177 △ 108,111 △ 108,102

事　業　計　画　書　目　次
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令和３年度 令和２年度



(様式②－1）

［ 局 課]

12 款 1 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 根拠とするデータ等 】

この事業に関して、根拠となるデータの活用はありません。

（ 局 － ）道路

課長 係長 　　　　経理係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中坪　学一 稲川　仁 忠平　航

6,711,287 6,642,579 6,642,579
決
算

6,536,967 6,595,222 6,793,225
6,536,967 6,595,222 6,793,225

令和５年度
予
算

6,512,273 6,598,172 6,711,287 予
算

6,642,579 6,642,579
6,512,273 6,598,172

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

6,756,690
増△減 △ 114,111 0 0 0 0 0 △ 114,111

令和２年度 6,756,690
単独事業 6,642,579 補助率 6,642,579
補助事業

令和３年度 6,642,579 0 6,642,579

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県

道路局人件費 令和２年度
事業評価書

番号

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
道路 総務

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号

12-1-1-
1

政策番号 主な施策番号



(様式②－1）

［ 局 課]

12 款 1 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性】
１ 事務費
 道路行政を円滑に実施するため、庶務、人事・労務、経理等の事務を行う。
 
２ 道路啓発事業
 広報・報道重点項目のアピールやその他局事業の広報を目的として、啓発物品の配布や広告媒体等によるＰＲを行う。

根拠・データ等
 ８月１日から８月31日までの１か月を「道路ふれあい月間」として、国土交通省が定めており、啓発活動の推進等の
依頼に基づき、啓発活動を実施する。

【令和３年度実施内容と期待される効果】
１ 事務費
 適正な事務管理並びに各種研修等の人材育成を通して、行政サービスの向上が期待される。

２ 道路啓発事業
 市民の方が集まるイベント等で、「道路ふれあい月間」に関する啓発物品5,400個（１区300個）の配布し、道路の役割や
重要性を改めて認識して頂き、道路の正しい利用を訴求する効果が期待される。

【 事業費の内訳 】 (千円)
差引

１　事務費
２　道路啓発事業
３　会計年度任用職員人件費

【 事業スケジュール 】
通年

【 根拠法令 】

【 根拠とするデータ等 】

この事業に関しまして、根拠となるデータの活用はありません。

（ 局 － ）道路

土木事務所整備員に関する免許・講習支援の根拠法令等
12節　委託料　大特免許取得
⇒土木事務所での円滑な業務執行体制を整えることを目的として、各区土木事務所において
　当該免許取得者を４名以上となるようにするため、受講するもの。（道路交通法第84条）
　
18節　負担金補助
車両系建機技能講習　⇒従事する業務に関する、技能講習の受講が必要なため。（労働安全衛生法第61条）
ガス溶接技能講習　　⇒従事する業務に関する、技能講習の受講が必要なため。（労働安全衛生法第61条）
アーク溶接技能講習　⇒従事する業務に関する、安全衛生の特別教育の受講が必要なため。（労働安全衛生法第59条）
運転適性検査　　　　⇒各区土木事務所において、日常的に運転業務を行う技能職員に対し、安全運転を目的として
　　　　　　　　　　　実施するもの。
研削といし特別教育　⇒従事する業務に関する、安全衛生の特別教育の受講が必要なため。（労働安全衛生法第59条）
雇入れ時の安全衛生教育　⇒従事する業務に関する、安全衛生の教育の受講が必要なため。（労働安全衛生法第59条）

課長 係長 　庶務　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 中坪　学一 蒲田　仁 青木　貴志

468 468 0
0 3,382 △ 3,382

令和３年度 令和２年度

11,300 11,300 0
10,832 7,450 3,382

18,133 11,300 11,300
決
算

16,014 10,436 10,591
15,887 10,436 10,470

令和５年度
予
算

22,616 20,067 18,145 予
算

11,300 11,300
22,604 20,055

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

11,291
増△減 0 0 0 △ 9 0 0 9

令和２年度 11,300 9
単独事業 補助率
補助事業

令和３年度 11,300 0 0 11,300

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県 その他

総務管理費 令和２年度
事業評価書

番号

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
道路 総務

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号



(様式②－1）

［ 局 課]

12 款 1 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性】

【 実績及び今後見込み 】
①　積算システム運用費 （千円）

平成19年度から積算システムのYCANでの運用を開始し、運用委託等の経費がなくなり、最低限の事務費を計上。
令和２年度は新型コロナウィルス感染防止のため土木工事積算基準書改正説明会を開催せず、執行見込なし。
②　基準等の統一的資料作成 （千円）

資料作成、基本的な経費。
③　技術研修 （千円）

令和２年度は新型コロナウィルスの影響による開催時期の繰り下げのため元年度の実績を見込額とした。
④　「労務単価」「資材単価」実態調査 （千円）

【 事業費の内訳 】
（千円）

【 事業スケジュール 】
①　積算システムの運用・管理、土木工事標準積算基準書改正説明会 ７月
②　設計、積算、施工に必要な基準等の統一的資料作成 ９～12月
③　技術力向上のための専門研修（新人等のための舗装技術研修） ６月
④　土木工事の積算に使用する「労務単価」を決定するための実態調査 11月

　　土木工事の積算に使用する「資材単価」を決定するための実態調査 通　　年

【 根拠法令 】

検査：　地方自治法第234条の２（契約履行の確保）、横浜市契約規則第74条（検査及び引渡し）

積算：　地方自治法第234条（契約の締結）、横浜市契約規則第13条（予定価格の決定）

【 根拠とするデータ等 】

事業の性質上、根拠となるデータはありません。

（ 局 － ）

本資料は、公正・適正に作成しました。 水谷　俊之 石井　嘉一 山﨑　良

道路

計 19,836 13,836 6,000

課長 係長

技術監理費 労務費・資材費調査 9,056
その他事務費 印刷製本費等 887 887 0

技術書作成費 設計・積算資料 33
技術研修費 新人研修 3,800

種　別 内　容 令和３年度 令和２年度 増△減
積算システム運営費 運用・研修 60 60 0

6,643 8,539 11,797 11,918 (17,490) -
8,000 7,200 8,929 9,056 15,050

決算 6,873 5,896 5,588 9,514
予算 15,265 12,000 10,000 9,000 8,000

3,737 3,694 3,878 4,179 (4,179) -
3,500 3,150 3,770 3,800

決算 2,982 2,972 3,370 3,532
予算 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

0 0 0 0 (33) -
100 50 43 33

決算 0 0 0 0

28 28 (0) -

予算 3,000 2,500 2,500 1,660 100

60 60 60
決算 23 24 28 28 28 28

令和３年度

予算 150 100 100 100 100 100 70

①積算システムの運用・管理　②設計、積算、施工に必要な基準等の統一的資料作成　③技術力向上のための専門研修及び新人
等のための舗装技術研修の実施　④土木工事の積算に使用する「労務単価」「資材単価」を決定するための実態調査の実施

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

13,836 24,477 24,477
決
算

13,254 16,616 16,919
13,254 16,616 16,919

令和５年度
予
算

12,570 11,313 13,836 予
算

24,477 24,477
12,570 11,313

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

13,836
増△減 6,000 0 0 0 0 0 6,000

令和２年度 13,836
単独事業 19,836 補助率 19,836
補助事業

令和３年度 19,836 0 19,836

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県

技術監理費 令和２年度
事業評価書

番号

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
道路 技術監理

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号



(様式②－1）

［ 局 課]

12 款 1 項 1 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針の確認／決裁 
有（ H19年3月）・無

【 事業の目的・必要性】

【令和３年度実施内容と期待される効果】
・研修を行うことにより技術職員のCAD操作等のITスキルの向上。
・IT化において必要となる端末ソフトウェアについて更新。

【 実績及び今後見込み 】

【 事業費の内訳 】
（千円）

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】
道路局としての公共事業ＩＴ推進化事業は平成１６年度より予算化

【 根拠とするデータ等 】

　事業の性質上、根拠となるデータはありません。職員研修委託については、平成26年に実施した指名競争入札時の価格を

参考にして積算しました。電子納品に伴う環境維持については令和元年実績を参考にして積算しました。

電子納品に伴う環境整備は、令和元年度の実績により積算しました。

（ 局 － ）

　　　　係

本資料は、公正・適正に作成しました。 水谷俊之 石井嘉一 國府田　潤

道路

電子納品に伴う環境整備
電子納品に伴う環境維持

課長 係長

4,455 5,360

職員研修委託

2,674 2,668 3,337 4,356 4,971 5,033合    計 17,466 8,399 8,200 3,130 3,181

1,458 1,398 5,6910 0 0 794 888 1,153電子納品に伴う環境維持 0 0 0 0 0

0 0 322 465 262 357

34,954
電子納品に伴う環境整備 13,581 5,777 5,800 505 0 0

3,337 3,240 3,618 3,618 2,640 0職員研修委託 2,331 2,622 2,400 2,625 3,181 2,674 2,668

0 0 0 0 0 1,554

３年度

ﾏﾆｭｱﾙ作成（改訂）委託 1,554 0 0 0 0 0 0 0

28年度 29年度 30年度 元年度
２年度
見込み

総額

　中期政策プランの電子市役所の推進計画及び新時代行政プランにおける電子市役所推進計画の一環である公共事業のＩＴ
化の施策に基づき、「公共事業のＩＴ化推進計画」が策定され、道路局においても「道路局公共事業ＩＴ化推進計画」を平
成１９年度に策定し、順次改定を行い、公共事業ＩＴ化の計画を策定しています。この計画に基づき、職員研修を実施する
とともに、ハード・ソフトの整備をするものです。

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

5,360 12,383 12,383
決
算

4,971 5,033 4,455
4,971 5,033 4,455

令和５年度
予
算

5,340 5,660 5,360 予
算

12,383 12,383
5,340 5,660

歳出 平成29年度 平成30年度 令和元年度 歳出 令和４年度

5,360
増△減 0 0 0 0 0 0 0

令和２年度 5,360
単独事業 5,360 補助率 5,360
補助事業

令和３年度 5,360 0 5,360

市債 一般財源
財　源　内　訳 一 般 財 源 等

区　分 金　額 国 県

道路局公共事業IT化推進事業費 令和２年度
事業評価書

番号

令　和　３　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
道路 技術監理

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和２年度
事業評価書

番号
政策番号 主な施策番号

運用拡大 全面実施

設計500万以上

地質・測量全て

１千万円以上
電子納品対象業務

１千万円以上
本庁事業課発注

全面実施運用拡大

～平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度～

１億円以上
電子納品対象工事

一部運用

５千万円以上

運用拡大 運用拡大
２千５百万円以上

運用拡大 １千万円以上
運用拡大設

計

金

額

工

事

２億円以上

実証実験

１億円以上

業

務

実証実験
一部運用

運用拡大
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